








　近年のアメリカにおいては、人事考課制度 1（Performance Appraisal、以下 PA と略）におい
てパラダイム・シフトと呼べるほどの大きな転機を迎えている。それは端的に言い表せば、
PA からパフォーマンス・マネジメント（Performance Management、以下 PM と略）への移行
と呼べるものである。PA とは、ごく端的に言えば、従業員の働きぶりの良し悪し、すなわち





といった処遇を決定する手段にとどまりがちであったのに対し、PM は PA を基軸として行動
変革をもたらす人材育成を行ない、その結果としてパフォーマンス向上につなげていく試みで
あるということである。すなわち PM においては、従業員パフォーマンス 3 の向上を目的とし
て、評価結果を従業員にフィードバックすることにより上司部下間のコミュニケーションを促
進させ、人材育成を促進し、従業員の能力を向上させていくことが強調される。これにより従
1	 本論文における人事考課制度の定義は、遠藤 (1999) の「組織の効率化を念頭において、組織構成員の全
人格ではなく「働きぶり」を評価しようとする制度であり、おなじことであるが、そのために、産業心
理学の研究成果を多少とも踏まえて、評価方法を整備した制度」（2 頁）に依拠するものとする。
2	 本論文で用いる「パフォーマンス」とは、英語の performance の訳語である。performance の訳語として













とえば、PA の単なる新しい呼称として PM を使い、両者ほぼ同義のように扱う論者もい
る。その一方で PM を、PA を基軸として戦略に統合された、人的資源管理（Human Resource 
Management、以下 HRM と略）のプロセス全体を指すとする論者もいる。後者の見解に立てば、
PM はもはや単に従業員を評価のための制度ではなくなり、むしろ昨今のホットトピックであ
る戦略的人的資源管理論（Strategic Human Resource Management、以下 SHRM と略）と類似
の概念に近いものとなる。このように PM に関する議論は、明確な概念規定を欠くがゆえに混
沌としたものとなっている。









かの指針を欠いた状態である。PM 概念はまさに PA と人材育成の連関を強めていこうとする
試みであり、PA 改革に苦慮する日本企業に対してロバストな概念フレームワークを提示しう
ると同時に、多大なる実践的インプリケーションを与えうると考えられる。
　以上を踏まえて本論文で必要とされている作業は以下の 2 点に集約できる。第 1 に、PM に
関する先行研究をレビューし、従来の PA との相違点に注目しながら、その理論的特徴を整理
することである。現時点では PM に関する体系的な文献レビューを行なった研究はアメリカで





4	 アメリカの PM についての日本語文献による紹介としては、高橋 (2010) の第 18 章における簡潔な解説を
挙げることができる。これ以外にアメリカの PM について体系的に取り上げた日本語文献は筆者の知る限
りほとんどない。一方、イギリスにおける PM の展開としては大内 (2002)、須田 (2004)、そして上田 (2008)





　第 2 に、上記のレビューを通じて、PM の HRM 論的意義を探究することである。PM は実
のところ、実際の日本企業においても導入事例がなく、コンサルタントによっても紹介された
ことはなかったといえる。PA が PM に変容することは、HRM システム全体にいかなる影響




アメリカにおける PA 研究の系譜を簡単にたどる。ここでの系譜を踏まえたうえで第 3 節では
PM 概念の定義や研究状況について整理し、概念上の混乱ないし不統一が生じていることが指
摘される。第 4 節では PA と PM の関係性を浮き彫りにするため、著名な論者によって提示さ
れている PM モデルを検討する作業を行なう。第5節では PM の HRM 論的意義を見出すため、
































　1950 年代と 60 年代には、複数かつ混成的な基準の使用を伴うパフォーマンス基準の開発、
およびその拡大が継続した（Guion, 1961；Dunnette, 1963）。それはパフォーマンスの領域拡
大、および目標と判断目的パフォーマンス評価の結合を目指すものであった。そのようななか、
臨界事例法が Flanagan (1954) によって紹介された。この技法はパフォーマンス評価の焦点を、
全体的な特性や要因から職務行動へと移動させた。以後、ヨリ職務関連的な行動基準にもとづ
く評定尺度が開発され続けた。たとえば行動基準評定尺度が Smith & Kendall (1963) によって
開発され、それに続いて Borman (1979) の行動要約尺度や、Latham & Wexley (1994) の行動観
察尺度が開発された。これらの尺度は行動面でのパフォーマンスの定量化を意図したもので
あった。






るようになってきた。そしてその要求は、1968 年の EEOC の従業員選考手続きにかかるガイ
ドラインの公刊においても、再度繰り返されたのである。





速に得たのである（Hedge et al., 2001）。
　1990 年代から 2000 年代にかけては、評価基準としてのコンピテンシーに注目が集まった。
多くの企業組織は、コンピテンシーベースの HRM システムをヨリ統合的な制度として採用す
るようになってきた 6。そして、本論文で扱う PM 概念は 1990 年代、とりわけ 2000 年代に普













しい制度を表す PM 概念は、当然ながらその研究史のうえに把握されうるものであり、PA と
PMの関係性がよく吟味されてしかるべきである。PMとは2000年代以降のアメリカにおいて、
PA に代わる概念として普及しつつある概念である。しかし、PM 概念は PA 概念ほど明確な概




通じて、組織の長期的・継続的な成功を目的としたものである。Armstrong & Baron (1999) に








　アメリカにおいてはこのように PM 概念が 1970 年代に創出されていたわけであるが、当
初より「PA から PM へ」という文脈で新概念が出てきたわけではないことに注意せねばなら
ない。Beer et al. (1976) による後述の見解からも理解できるように、むしろ「目標管理制度
（Management by Objectives、以下 MBO と略）から PM へ」という文脈において発現した概念
である。1970 年代においてアメリカでは既に MBO が抱える内在的な問題点が指摘されはじ
めており（Levinson, 1960; Levinson, 1967）、それを超克する概念として PM に焦点が当たった


















　しかしながら注意すべき点は、Beer et al. (1976) においては PM 概念が明確に規定されてい
るわけではなく、定義は存在していないことである。同論文では、コーニング社のパフォーマ
ンスを高める一連の施策、しかも MBO に代替する制度が PM なのであり、あくまでもパフォー
マンスを高めるための制度のひとつというほどの意味が与えられているのみである。考え方に
よっては MBO のマイナーなバージョンアップであるととらえることも可能であり、MBO の
運用を改善するだけでも PM になりうることが予想される。したがって、ここでは MBO と
PM に断絶性はなく、むしろ連続性が存在しているとみるべきであろう。これが PM の起源に
相当すると考えられている。人材育成の重視や、管理者によるパフォーマンス向上に対する支
援の重視など、現在の PM におけるいくつかの特徴の萌芽をここにみることができる。
　以上は MBO と PM の比較を行なったが、PA と PM はどのように違うのであろうか。この
点については、Beer et al.(1976) においては十分な議論がなされてきたとは言い難い。しかも、
ここでの PM の先駆的業績が本格的に発展されていくことはなく、PM 研究自体がいったん途
絶してしまった。その後隆盛を極めたのは PM 研究ではなく、PA 研究であった。PA 研究のな
かで PM という概念が用いられることは稀であり、PM 研究はいったん途絶したといえる。PA
と PM の関係性について問われることもなかった。
　PM という概念が再度注目を浴びるようになったのは近年、とりわけ 1990 年代後半以降で
ある。PM は PA と対峙する概念として扱われるようになり、PA と PM の違いがクローズアッ
プされはじめたのである。とりわけ 2000 年代以降になると HRM 論のアメリカにおける標準
的教科書においても、PM 概念が登場しはじめている。これらの教科書のいずれも、従来の
PA 概念に関する定義や説明は残存させながらも、それと並行して PM 概念の紹介を行なって
いる。ここでは、何冊かの教科書における PM の定義を挙げておく。
　たとえば、French (2007) においては PM を「組織目標に対して従業員が努力することを企
業が確証するために用いられるプロセス」（p.359）と定義している。Mathis & Jackson (2007)
は PM を「従業員のパフォーマンスを明らかにし、測定し、伝達し、開発し、報酬を与えるた
めに利用されるプロセス」（邦訳、125 頁）と定義している。Ivancevich (2010) は PM を「従
業員パフォーマンスを企業目標に結びつけるためのエグゼクティブ、管理者、そして監督者の






上げる Aguinis(2009) の定義に依拠したものである。Bernardin (2010) においては PM の定義は
与えられていない。ただし「Perfromance Management and Appraisal」という章が 1 つ設けられ
ており、その冒頭において PA と PM の関係を示す記述がある。すなわち、最も効果的な PM
システムでは人事考課（Appraisal）それ自身が目的なのではないという見方が、PA と企業財
務業績は連動するという考え方の中心にあるとしている。
　上記のように、教科書的な見解としては、PM と PA は異なる概念であることが理解できる。
さらに、PA に代替する概念として PM が提示されているというよりはむしろ、ヨリ大きなシ
ステムとしての PM の一部分、しかも重要なサブシステムとして、PA が位置づけられること
が示されることが一般的である。
　教科書分析に際して、あと 1 点だけ重要な点を付加的に指摘しておきたい。上記教科書に




ルは「Performance Management and Appraisal」となっているのにもかかわらず、実質的には従





学術的研究の論考においてさえ、PA と PM の関係は未だに曖昧藻湖としているのが実情であ




点および相違点を洗い出す作業を進めたいので、以下では PM 研究の系譜を 1990 年代後半以
降からたどっておくことにしよう。












り、この点こそが PM の特徴とされる。以下ではとりわけこの点、すなわち PA と職場におけ
る人材育成との連関に注目しつつ、PM の系譜をたどることとしよう。




とを実証した。そして Olivero et al. (1997) も、目標設定や協働的問題解決、実践、フィードバッ
ク、最終的な結果の評価を含むコーチングを受けた人々は、生産性を劇的に高めたことを見出
している。








　Williams (1998) のいう第 3 のモデルに影響を受けたのか、PA と人材育成の連関を強調する














　また、以降の PM 研究においてしばしば引用される研究である Fletcher (2001) は、異なる視
7	「パフォーマンス・レビュー」は従業員を評価するための制度であり、従来の PA とほぼ同じ概念である






従えば、PA は PM の重要な一部分として位置づけられる。そして同氏は、一連の施策として（そ
して PM の形において）、PA は現在、HR 活動と経営政策を統合するためのより戦略的なアプ
ローチの部分と化しているとし、それはときには PM として知られる HRM 戦略を統合するよ
り幅広いアプローチの一部分となるとしている。
　Cedeblom & Pemerl (2002) は、公共セクターの都市エージェンシーにおけるコーチングに関
する研究であり、とりわけ PM 導入のケーススタディとして位置づけられる。同研究において
は「PA から PM へ」の移行が強調されており、そこでは PM 概念が以下のように捕捉されて
いる。PM は、個人、作業集団そしてエージェンシー全体のパフォーマンスに影響する組織の





発、賃金・昇進決定の双方に評価結果を用いることなどである。PA から PM への移行におい
てはとりわけ、エージェンシーはこれらの他の構成要素との関連で PA システムの有効性を評
価しなければならず、かつ幅広い視野から適切な評価目的を決定する必要があるとしている。

























るための必要十分条件であり、これら 2 つを効果的に組み合わせた PM 施策によって自己認識
や従業員パフォーマンスを向上できるのである。繰り返しになるが、PA から PM への動きは、
管理者の役割を従業員のコーチングをも包含するものへと拡大することを必須としているので
ある。












　たとえば、現時点での PM 研究においてしばしば言及される Fletcher (2001) は、同論文のま








約されてしまっている感がある。そうであれば、PM とは PA から連続的に発展してきたもの
であり、断絶的な意味の相違は存在しないことになる。Fletcher (2001) の論調に従えば、PM
とは PA のラベルの貼り替えか、あるいは新しい袋に古いものを詰めなおしたもの、と位置づ
けるしかないであろう。実はこの点は Fletcher (2001) のみならず、その他の論考に対してもし
ばしば該当するのである。
　もちろん従来の PA 研究を発展させていくことは PM 研究蓄積の上で不可欠な作業であるこ






　そこで本論文では PA と PM の相違点を明確にするために、PA と PM の概念を明確に区分
した論者による「PM のモデル」を入念に検討する作業を行なう。この作業を通じて PA と
PM の概念規定が明確にされるばかりか、PM における PA の位置づけも明確にされる。ひい
ては、PM が HRM システムのなかでどのように機能するのかを解明することにもつながる。




ではこのようなモデルを便宜上、PM モデルと呼ぶことにする。次節では計 5 つの PM モデル
を検討ないし吟味したうえで、概念の整理を試みる。
４．各論者による PM モデルの特徴―PA と PM の関係に注目して―
4.1 Armstrong(2000) のモデル
　PM 概念については 2000 年代以降のアメリカで普及し始めたと先に述べたが、イギリス
においてはこれより以前より PM という概念が用いられていたことが明らかである（黒田、
1994）。しかし、イギリスにおける PM 概念も、単なる業績連動給的な制度を意味する概念から、
SHRM に近い概念へと変容しており、アメリカの PM と比較することは容易ではない。また、
両国の PM は相互に影響し合っており、たとえばアメリカの PM に関する文献はイギリスの文





まず Armstrong (2000) の PM モデルを検討しておきたい。なぜなら、同氏のモデルが昨今普及
している PM 概念のプロトタイプに相当すると考えられ、かつ以降の PM に関連する図書のな
かでもしばしばその見解が引用されているからである。ここでは同氏のモデルのなかでも代表
的な Armstrong (2000) のモデルを用いる。ただし、同氏はこの他にも多数の PM に関する著
作を残していることもあり、そのなかでもしばしば専門書にて引用される Armstrong & Baron 
(1999) の記述も本論文では一部参照している。
　Armstrong (2000) によれば PM とは、個人やチームのパフォーマンスを改善することにかか
わるプロセスであるという。PM において鍵となる活動は「役割定義」「パフォーマンスにつ
いての同意または契約」「人材育成計画」「一年を通じてのパフォーマンス管理」「パフォーマ





















レビューとはすなわち、従来の PA を PM のなかで捉えなおした概念である。その本質は目標
の達成度を評価し他の HRM 諸制度に反映することにあるから、基本的に PA と同一の制度と















　第 1 は、組織全体、チーム、個人の目標を連動する垂直的統合である。つまり、PM プロセ
スの設計のあり方は、上位の経営戦略によって規定されるというのである。このモデルにおい
て経営戦略という概念は必ずしも明示されてはいないが、役割定義は経営戦略からブレイクダ




















4.2 Den Hartog, Bosselie & Paauwe(2004) のモデル
　Den Hartog et al. (2004) は、HRM 論に近い視座から PM 概念を検討する貴重な論考である。
彼らは既存の HRM 論の実証研究を批判的に検討しつつ、新しい PM モデルを提唱した。モデ





略、事業戦略、HRM 戦略）をそのモデルに組み込んでいない。その理由は 2 つであるとして





























図 2　Den Hartog et al . (2004) による PM のモデル
PMに関連する 直接監督者 従業員の 従業員の 組織の




（出所）Den Hartog et al.(2004),p562, Figure2。
75パフォーマンス・マネジメント概念に関する理論的考察
フォーマンスについて、図 2 で示された因果関係を制約するかもしれない。




モデルでは必ずしも明示されているわけではないが、彼らの論考において PA は「PM に関連
する HRM 実践」の一部分として包含されており、PM のサブシステムとして位置づけられて
いることが理解できる。
4.3 Murphy & DeNisi(2008) のモデル





である点は、とりわけ PA や PM に影響する外部要因をフレームワークに取り込もうとしてい
る点である。
　彼らのモデルは 2 つのパートに分かれている。第 1 のパートは PA プロセスに焦点を当てる
ものである。このプロセスは、個人従業員（場合によってはチーム）に対するフィードバック
の一部分として位置づけられる評価をもって終了するとされる。この PA プロセスは PM プロ
セスの一部分として位置づけられる。一方、第 2 のパートは PM プロセスを扱うものであり、
これは PA プロセスにおいて提供されるフィードバックから開始されるものである。PM プロ
セスは従業員パフォーマンスと組織パフォーマンスの双方の水準を改善することを目的とする
ものである。これらの 2 つのプロセスには種々の外部要因が影響を与えており、PM 全体とし
てこれらの要因にいかに対処していくかが重要な課題として挙げられている。まず、第1のパー
トである PA プロセスについて検討する。


















図 3　Murphy & DeNisi（2008）による PA プロセスのモデル



































　図 3 に示されている PA モデルの結果は、評価される従業員に共有される公式的な評定であ
る。ここでの評価はしばしばタスク、特性または行動といった、全体的パフォーマンスに関連
する項目の評定に加えて、全体的パフォーマンスそのものの評定を含んでいる。この評価は

































　Aguinis (2009) は PM についてヨリ実践的なモデルを提唱しており、モデルは図 5 に示され
るものである。同氏によれば、PM は継続的なプロセスであり、決して終わることはないとい


















　第 1 の構成要素は 2 つの前提条件である。第 1 に、組織ミッションと戦略目標に関する十
図 5　Aguinis（2009）による PM プロセスのモデル



















































4.5 Cardy & Leonard(2011) のモデル








































































4.6 各モデルから導かれる「PA と PM の関係」について
　以上 5 つのモデルを検討してきたが、この作業から PA と PM の関係を明確にしておきたい。




が PM に有機的に組み込まれ、同時に PA はその機能を拡充する点である。従来の PA のよう
に年に 1、2 回の切り離された評価活動として位置づけるのではなく、全体としての PM に有
機的に統合させることが強調される。PM においては PA が中心に位置づけられるが、PA は処
遇決定目的にのみ用いられるのではない。人材育成までにも PA の機能を拡充すべきとされ、




評価と適切なフィードバックが不可欠であることも確かである。つまり、PA から PM へと制
度が変容するのではなく、PM という全体システムのなかに PA というサブシステムが包摂さ
れることになるのである。



















れた PA に関する知見をベースとして、全体システムとしての PM を対象とする研究もなされ
なくてはならないといえる。PA 研究と PM 研究のシナジー効果が期待されるところである。
　以上をまとめよう。PM とはすなわち、PA を基軸としてその他の HRM 制度を統合（水平
的統合）したプロセスを指す。さらに、PM ないしそのサブシステムである PA は、上位の経
営戦略によってそのあり方を規定されることになる。つまりそれらは経営戦略とも有機的に統
合（垂直的統合）されなければならないのである。
　本節の議論より、第 1 の研究課題、すなわち PM 概念の整理が終了したことになる。PA は
PM の枢要なサブシステムとして位置づけられることが、種々のモデルを分析することから明




５．PM と SHRM の関係について
5.1　SHRM 概念に関する検討
　以上において、本論文の第 1 の研究課題である PM 概念の整理を一応終了したことにな
る。これまでの議論で PA と PM が異なる概念であることを示してきたが、新しい PM 概念を
HRM に取り入れることは、HRM システム全体に対してどのような変容をもたらしうるので
あろうか。ヨリ端的にいえば、PM の HRM 論的意義とはどのようなものであろうか。本論文
の第 2 の研究課題としてこの論点に踏み込んでいきたい。
　経営戦略にもとづいて、PA や人材育成などの HRM 制度を統合させるという、各 PM モデ
ルにおける基本的発想は、昨今の HRM 論におけるホットイシューである SHRM を想起させ




　SHRM とは 1980 年代から HRM 研究において注目されるようになったアプローチである。
SHRM の特徴は 1980 年代以降の、経営学における経営戦略論への関心の高まりを受けて、
HRM の設計・実行に関し、視点を加えたことである。Wright & McMahan (1992) は、SHRM











　SHRM にはいくつかの研究潮流があり、これらのアプローチを検討すると、PM と SHRM
の共通点と相違点が浮かび上がってくる。ここでは岩出(2002)に依拠し、SHRM研究のアプロー







は Beer et al. (1984)、Walton (1985)、	Pfeffer (1994) などを挙げることができる。
　第 2 はコンティンジェンシー・アプローチである。これは、採用する戦略によって最適
な HRM のあり方は異なるという、戦略と HRM の「外的整合性」の重要性を主張するアプ











　(1995) の研究を挙げることができ、以降の SHRM 研究に対しても大きな影響を及ぼしてい
る。
5.2　SHRM と PM の共通点・相違点
　とりわけ、最近の SHRM 研究は HRM が組織パフォーマンスをどれだけもたらすかという、
因果関係を実証しようとしている。すなわち、経営戦略に適合的な HRM 制度の設計を行なう
ことが組織パフォーマンスの向上につながるということである。経営戦略に適合的な HRM 制
度を設計せよという主張は PM にも見られるものであり、この点が SHRM と PM の第 1 の共
通点である。










いてみられ、これが PM と SHRM の第 2 の共通点である。
　しかし、他方では以下のような重要な相違点も有している。第 1 に、SHRM が経営戦略と
パフォーマンスというマクロ的視点を重視するのに対し、PM が現場による PA とコーチング
というミクロ的視点を重視している点である。SHRM は上記のような経営戦略と HRM そし
て組織パフォーマンスという因果関係を重視するあまり、実のところ現場の従業員を軽視する
傾向にあることが指摘されている。いみじくも守島 (2010) は次のようにいう。人材マネジメ










島 (2010) の指摘は、SHRM の理論上の陥穽を鋭く突くと同時に、SHRM がともすればマクロ
的視点に傾斜しがちであることを批判するものである。
　これに対し PM は、SHRM に比較すれば現場の管理者および従業員の役割を強調している。
その一面で、PM では戦略との外的整合性を強調しながらも、いかなる戦略に対していかなる
PM を設計すべきかといった議論が少ないのが現状であり、経営戦略の内実に関して踏み込ん





































としている。このような議論が可能になるのは、PM が SHRM に比してミクロ的視座をとっ
ているからに他ならない。この点で PM は SHRM の精緻化されたヴァージョンといっても差
支えないであろう。
　第 3 に、SHRM が経営戦略と HRM 制度、そして組織パフォーマンスの因果関係をパター
ンとしてとらえているのに対して、PM はそれらの因果関係をプロセスとしてとらえている点
に違いがある。たとえば、岩田 (2002) は SHRM の問題として、SHRM がパターン論に陥りが
ちであり、そこではプロセス論的思考の欠如が存在することを指摘している。SHRM の多く
の論考は、HRM システムと組織パフォーマンスの因果関係のパターンに焦点を当てている。
Kleiman (2000) のように HRM プロセスを図示する研究もあるが、戦略変数がモデルに含まれ
ないことや、従業員パフォーマンスへの言及が不明確であるなどの問題点を有しており、プロ


















































は陥らないようにしたい。繰り返すが、PM と SHRM はもともと発展してきた理論的背景が
異なるので、両者の類似性のみをもって親和的であると早合点し、安易な統合に向かうことに
は慎重であるべきであることを指摘しておかなければなるまい。
　本節の議論より、第 2 の研究課題、すなわち PM の HRM 論的意義とは何かという問いに対




これらの相違点が PM と SHRM それぞれの理論上の欠点に関連することはすでに指摘したと
おりであり、その欠点を解消するために SHRM に PM の考え方を取り入れる可能性が示され
たのである。PA を基軸とする PM を HRM システムに導入することは、SHRM 論における経
営戦略との外的整合性、ならびに HRM 諸制度間の内的整合性を実現することにつながること
が示唆される。PM の導入により、経営戦略と HRM 諸制度間の整合性を高めることで、組織




を行ない、その HRM 論的意義を探究することであった。はじめに、PM 概念分析の前段階の
作業として、アメリカにおける PA 研究の系譜を簡単にたどった。PA 研究の系譜を踏まえた
うえで、昨今普及しつつある PM 概念の定義や研究状況について整理した。そこでは概念上の
混乱ないし不統一が生じており、PA と PM がどのように相違するかが曖昧模湖としているこ






マンスを高めていくための継続的プロセスであることも強調された。さらに、PA は PM にお
ける枢要なサブシステムとして位置づけられることも確認された。
　最後に、PM の HRM 論的意義を見出すために、HRM 論でも PM に関連の深い領域である
89パフォーマンス・マネジメント概念に関する理論的考察
と思われる SHRM 論について考察し、PM と SHRM の共通点と相違点について整理した。そ
こでは PM と SHRM は分析視点の違いこそあれ、相互補完的なフレームワークを提示してい
ることが確認された。PM は経営戦略と HRM 諸制度間の整合性を高めうる。したがって、PM
を HRM 制度に導入することが組織パフォーマンスを高めることに結実するという点で、この




PM、PM と SHRM といった関連概念間の共通点と差異点を洗い出し、各概念間の関係につい
ても議論を深めた。この作業を通じて、PM 概念の特徴が浮き彫りにされたといえよう。




であると本論文では主張している。すなわち、PA を中心として HRM 諸制度が統合されたプ
ロセスが PM であり、PM プロセス全体は経営戦略にそのあり方を規定される。この意味で
SHRM と PM は類似概念であるといえるが、前者がともすればパターン分析による後付け的
な論理構成に陥りがちであるのに対し、後者はプロセス論的視座を導入することによって、ど
のようにして各サブシステムを統合するかについての論拠を与えているといえる。このことを
明らかにしたことによって、PM の HRM 論的意義が新たに見出されたといえる。これが本論
文の HRM 論における貢献である。
　第 3 に、PM が組織パフォーマンスに結びつくプロセスが本論文において明確化された点で
ある。これまで、PA はおろか HRM システム自体が組織パフォーマンスにどのように結び付




　以下では本論文の実践的含意について述べておきたい。第 1 に、PM モデルの考察から理解































入れなくてはならない。ちなみに現時点での PM の国際比較研究として Varma et al. (2008) を






　第 2 の課題は、PM の日本企業への適用可能性についてである。実践的意義のところでも触
れたとおり、アメリカ発祥の PM をそのまま日本企業に適用であるとは到底思われない。現時
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